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既存建築物の実用的な省エネ性能
診断法・評価法に関する検討

成果報告会資料（初年度）



検討の目的

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、効率的・効
果的な省エネリフォームをより一層推進する必要があるが、
住宅及び小規模非住宅等の既存建築物の実用的な省エネ性能
診断法・評価法が整備されておらず、設計仕様が不明な既存
建築物の省エネ性能について、非破壊調査等の容易な方法に
よって、統一的かつ比較可能なかたちで評価できない状況に
ある。

本課題では、既存建築物の省エネ性能の実態や学会・民間
企業等で考案されている既存建築物の省エネ性能診断手法に
ついて調査したうえで、建築物のエネルギー消費性能の向上
に関する法律（建築物省エネ法）第７条の規定に基づく表示
告示(令和元年国土交通省告示第 785 号）による建築物の省エ
ネ性能表示に活用可能な省エネ性能診断法・評価法について
検討し、その整備に資する技術的資料をまとめる。
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検討の内容

（イ）既存建築物の省エネ性能の実態把握

既存建築物の設計仕様に関する文献やインスペクション実施事例
等の調査を実施し、既存建築物の標準的な外皮や設備の設 計仕様
及び省エネ性能を築年代別、地域別、用途別等に整理する。

（ロ）既存建築物の省エネ性能診断手法の調査

国内外の学会や民間企業等で考案されている既存建築物の省エネ
性能診断手法を調査し、具体的な方法、調査難易度、調査に要する
費用や時間等について整理する。特に、IoT技術等を駆使して非破
壊等で効率良く診断可能な手法を中心に情報を収集し整理する。

（ハ）実用的な省エネ性能診断法・評価法の検討

（イ）及び（ロ）の調査結果を踏まえ、建築物の省エネ性能表示
に活用可能な省エネ性能診断法・評価法について検討する。また、
検討した診断法・評価法を実建築物に適用して、その実現可能性及
び有効性を検証する。
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検討工程計画
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検討
内容

令和4年 令和5年 令和6年

（イ）

（ロ）

（ハ）

データ収集

調査・ヒアリング

仕様整理

データ分析

診断法整理と課題抽出

診断試行診断試行

技術資料作成

診断法作成と検討



検討の体制

本検討を行うため、右表の委

員会を設置し、検討を行った。

なお、委員会メンバーは、有

識者、住宅金融支援機構の他、

審査機関及び設計者等の、評価

法を利用する実務者等の委員に

より構成されている。
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（イ）既存建築物の省エネ性能の実態把握１

①住宅用途

・住宅性能表示制度開始以降の建設住宅性能評価取得等級データ

の整理

・住宅金融支援機構の融資基準の変遷及びその利用実績

・住宅用設備機器等を供給するメーカー団体に対するヒアリング

②非住宅用途

・比較的小規模な建築物の設計等を行う実務者の業界団体である

（一社）日本建築士事務所協会連合会及び（一社）日本設備設計

事務所協会に対するヒアリング

・（一社）日本冷凍空調工業会等の非住宅用設備機器を供給する

メーカー団体に対するヒアリング。
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（イ）既存建築物の省エネ性能の実態把握２

①住宅用途

・住宅性能表示制度開始以降の建設住宅性能評価取得等級データ

の整理

⇒ 建設住宅性能評価を実施した過去300万戸に以上の住宅に

ついて、建設地、建て方、構造種別等の情報により、概ね

外皮性能（取得等級）の特定が可能

・住宅金融支援機構の融資基準の変遷及びその利用実績

⇒ 2000年以降の融資利用案件について、外皮最低基準への

適合

・住宅用設備機器等を供給するメーカー団体に対するヒアリング

⇒ 設備機器種別によって、出荷年度により概ねの性能特定

が可能
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（イ）既存建築物の省エネ性能の実態把握３

②非住宅用途

・比較的小規模な建築物の設計等を行う実務者の業界団体である

（一社）日本建築士事務所協会連合会及び（一社）日本設備設計

事務所協会に対するヒアリング

⇒ 北海道、宮城、東京、沖縄の設計事務所等にヒアリングを

実施

・（一社）日本冷凍空調工業会等の非住宅用設備機器を供給する

メーカー団体に対するヒアリング。

⇒ 設備機器種別によって、出荷年度により概ねの性能特定

が可能
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（ロ）既存建築物の省エネ性能診断手法の調査
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①学会論文等の文献調査

・約100タイトルの論文の調査

⇒ 検討年度が古い、エネルギー消費に関する検討はあまり

ない等、調査段階で参考となる資料は無かった

・文献等の調査

⇒ 北海道などの特定の地域において、地域特有の工法に応じ

た仕様や、改修マニュアル等が存在する

②民間事業者等の実施する省エネ診断手法の調査

・「JIS A1495建築部位の断熱性―赤外線カメラによる熱画像を用い

た熱抵抗及び熱貫流率現場測定方法」を利用する事業者調査

・（一社）非破壊検査工業会の調査

⇒ 費用等が高額、あるいは瑕疵発見のみに有効など



（ハ）実用的な省エネ性能診断法・評価法の検討１

既存建築物の「実用的な」省エネ診断手法・評価法の検討に当た

り、実用的で有ることの判断は、

① 経済性と診断等の容易性に対する実用性

② 診断等の結果の信頼性に対する実用性

に大きく依存すると考えられる。また、①と②のバランスは、当

該診断法を用いる場面により異なると考えられるため、本検討では

一定の使用目的を想定した、複数の診断法の作成を目指している。
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部分改修 全面改修

施工前 評価方法３ 評価方法１
（新築と同様）施工中、施工後 評価方法２



（ハ）実用的な省エネ性能診断法・評価法の検討２
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例えば、評価方法２であれば、以下のようなイメージを想定して

いる。



今後の検討について
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各診断法等（診断法３は新築と同様のため除く。）の検討に際し

ては、過去の記録や目視等で確認を行えない部分について、どのよ

うに取り扱う（一定の規定値等を与えるか）かが重要となっている。

当該部分に安全側となる最悪値を適用することも考えられるが、

その場合診断法等として成立しない可能性も高いため、（イ）及び

（ロ）で実施した調査を精査し、適切な取り扱い方法を考慮の上、

令和５年度後半より実物件における試行調査を行うことを予定して

いる。



ご清聴ありがとうございます。


